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 CN/GXは企業が取り組むべき課題の1つであり、それらと合わせて検討することも重要

あらゆる経営課題と関連するカーボンニュートラル

販路開拓

財務改善

⼈材確保

⽣産管理設備投資

デジタル化
DX SDGs

CN／GX
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 中⼩企業がカーボンニュートラル（CN）に取り組むことは、省エネによるコスト削減、資⾦調達⼿
段の獲得、製品や企業の競争⼒向上の点において経営⼒強化にもつながり得る

 また、設備投資に伴う排出削減量をクレジット化して売却すれば、投資コストを低減できる（但し、
クレジット化して売却すると、⾃らの削減とは主張できなくなることに留意が必要）

中⼩企業がカーボンニュートラルに向けて取り組むメリット 2022年5⽉13⽇
クリーンエネルギー戦略検討合同会議資料より作成

1. 省エネによるコスト削減
 計画的・効果的な投資やプロセス改善により、エネルギーコストを削減
 ただし、知⾒・ノウハウや⼈材が不⾜しているほか、初期投資の⾼い設備投資は財務基盤の脆弱性故
に進みにくい

 エネルギー使⽤量を把握して削減ポテンシャルを検証することなどを通じて、⼀層の省エネ・省CO2に取
り組むことが重要

2. 資⾦調達⼿段の獲得
 ⾦融機関がESG投資を推進しているため、温暖化対策の状況を加味した融資条件の優遇等を受け
られる機会が拡⼤（サステナビリティ・リンク・ローン、トランジション・ファイナンス等）

3. 製品や企業の競争⼒向上
 取引先企業から選好されやすくなり、既存の取引先との強固な関係性の構築のみならず、新規の取引
先開拓にもつながり得る

 製品単位の排出量⾒える化が進めば、製品の差別化を⾏うことができる
 CNに向けた取組の価値を広く浸透させるためには、例えば、製品の排出量等の表⽰ルールの策定など、
官⺠による「仕組み作り」が必要
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経済産業省・環境省の施策⼀覧

カーボンニュートラル
⽀援策QRコード

https://www.meti.go.jp/policy/en
ergy_environment/global_warmin
g/SME/pamphlet/pamphlet2022fy
01.pdf

カーボンニュートラル⽀援策 検索

特徴
経済産業省、環境省、両⽅の施策をCN
対策のステップごとにまとめています
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 GXの取組は、カーボンニュートラル対策について知る、⾃社の排出量等を把握する、排出量等を削
減するというステップで進めるとともに、サプライチェーンにおけるグリーン化の推進が重要

 相談窓⼝の設置や、設備投資や事業転換に活⽤できる補助⾦等、中⼩企業等の各段階に応じ
た⽀援策を展開

中⼩企業等向けの主な⽀援策

⽀援策の例

⾃社の排出量等
を把握する

排出量等を
削減する
・

サプライチェーン
におけるグリーン化

カーボンニュートラル
対策について知る • カーボンニュートラル・オンライン相談窓⼝

• 省エネ診断
• IT導⼊補助⾦

• 省エネ補助⾦
• 省エネルギー設備投資に係る利⼦補給⾦
• CEV補助⾦
• CN投資促進税制
• 低炭素リース信⽤保険

• ものづくり補助⾦
• 事業再構築補助⾦
• ⾃動⾞部品サプライヤー⽀援事業
• J-クレジット制度
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カーボンニュートラル相談窓⼝（中⼩機構）

 中⼩企業・⼩規模事業者を対象に、対⾯またはオンライン相談（Zoom/Teams）で、経験豊富
な専⾨家がカーボンニュートラル・脱炭素化の実現に関するアドバイスを実施
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省エネ診断（省エネルギーセンター等）
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 「具体的に何をやればよいか分からない」との中⼩企業の声も多いことから、専⾨家による省エネ診
断への⽀援を強化（来年度は今年度⽐倍増の案件数を⾒込む）

 省エネの専⾨家が中⼩企業を訪ね、エネルギー使⽤の改善をアドバイス。省エネ診断を受けた場合
は、省エネ補助⾦の加点措置を⾏っており、診断から設備⽀援まで、⼀体とした⽀援を実施
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 GXの取組は、カーボンニュートラル対策について知る、⾃社の排出量等を把握する、排出量等を削
減するというステップで進めるとともに、サプライチェーンにおけるグリーン化の推進が重要

 相談窓⼝の設置や、設備投資や事業転換に活⽤できる補助⾦等、中⼩企業等の各段階に応じ
た⽀援策を展開

中⼩企業等向けの主な⽀援策

⽀援策の例

⾃社の排出量等
を把握する

排出量等を
削減する

・
サプライチェーン
におけるグリーン化

カーボンニュートラル
対策について知る • カーボンニュートラル・オンライン相談窓⼝

• 省エネ診断
• IT導⼊補助⾦

• 省エネ補助⾦
• 省エネルギー設備投資に係る利⼦補給⾦
• CEV補助⾦
• CN投資促進税制
• 低炭素リース信⽤保険

• ものづくり補助⾦
• 事業再構築補助⾦
• ⾃動⾞部品サプライヤー⽀援事業
• J-クレジット制度
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 ⼯場・事業所の設備更新にあたっては、省エネ機器への更新により、エネルギーコスト⾼対応と、
カーボンニュートラルに向けた対応を同時に進めていくことが重要

 そのため、⼯場全体の省エネ（Ⅰ）、⼀部の製造プロセスの電化・燃料転換（Ⅱ）【新設】、リス
トから選択する機器への更新（Ⅲ）の3つの類型で企業の投資を後押し

省エネ補助⾦
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 雇⽤の多くを占める中⼩企業の⽣産性向上、持続的な賃上げに向けて、⾰新的な製品・サービスの開発や⽣産
プロセス等の省⼒化に必要な設備投資等を⽀援。令和5年度補正予算においては下記の⾒直し・拡充等を実施。

① 「省⼒化（オーダーメイド）枠」を新設し、補助上限額を⼤幅に引き上げ、省⼒化投資を重点⽀援

② 現⾏の枠を⾒直し、「製品・サービス⾼付加価値化枠」と「グローバル枠」に整理統合するとともに、今後成⻑が
⾒込まれる分野（DX・GX）は通常枠よりも補助上限額・補助率を引き上げることで⽀援を重点化

令和5年度補正予算「中⼩企業⽣産性⾰命推進事業」2,000億円の内数予算額

以下を満たす3〜5年の事業計画書の策定及び実⾏
① 付加価値額 年平均成⻑率+3%以上増加
② 給与⽀給総額 年平均成⻑率+1.5%以上増加
③ 事業場内最低賃⾦が地域別最低賃⾦+30円以上

基本要件

＜共通＞機械装置・システム構築費（必須）、技術導⼊費、専⾨家経費、運搬費、クラウドサービス利⽤費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費
＜グローバル枠のみ＞海外旅費、通訳・翻訳費、広告宣伝・販売促進費

補助対象
経 費

⽀援類型 補助率補助上限額 ※カッコ内は⼤幅賃上げを⾏う場合枠・類型

1/2※
⼩規模・再⽣ 2/3

※補助⾦額1,500万円までは1/2もしくは2/3、
1,500万円を超える部分は1/3

5⼈以下 750万円（1,000万円）
6〜20⼈ 1,500万円（2,000万円）
21〜50⼈ 3,000万円（4,000万円）
51〜99⼈ 5,000万円（6,500万円）
100⼈以上 8,000万円（1億円）

省⼒化（オーダーメイド）枠

製品・サービス⾼付加価値化枠

1/2
⼩規模・再⽣ 2/3
新型コロナ回復加速化特例 2/3

5⼈以下 750万円（850万円）
6〜20⼈ 1,000万円（1,250万円）
21⼈以上 1,250万円（2,250万円）

通常類型

2/35⼈以下 1,000万円（1,100万円）
6〜20⼈ 1,500万円（1,750万円）
21⼈以上 2,500万円（3,500万円）

成⻑分野進出類型（DX・GX）

1/2
⼩規模 2/3

3,000万円（3,100万円〜4,000万円）グローバル枠

⼤幅賃上げに係る補助上限額引き上げの特例︓補助事業終了後、3〜5年で⼤幅な賃上げに取り組む事業者（給与⽀給総額 年平均成⻑率＋
6%以上等）に対して、補助上限額を100万円〜2,000万円上乗せ （申請枠・類型、従業員規模によって異なる。新型コロナ回復加速化特例適
⽤事業者を除く。）

※3〜5年の事業計画に基づき事業を実施していただくとともに、毎年、事業化状況報告を
提出いただき、事業成果を確認します。また、基本要件等が未達の場合、補助⾦返還義
務があります。
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【近畿経済産産業局】企業のカーボンニュートラル促進に向けた⽀援ツール

経済産業省のカーボンニュートラル関連施策について、「取組内容（省
エネ診断や設備導⼊）」、「⽀援対象者」、「公募時期」などの情報を
わかりやすく掲載しています。

カーボンニュートラル（省エネ、再エネ導⼊等）に取り組む際のヒントを、
中⼩企業等の⽅々に広く知っていただくことを⽬的に、企業・団体の取
組事例を作成しました。
様々な業種において、「取組に⾄った背景」「実施内容」「取組の結果」
等を紹介しています。

https://www.kansai.meti.go.jp/5-1shiene/guide/guide.html

https://www.kansai.meti.go.jp/5-1shiene/cn_jirei/index.html

カーボンニュートラル⼊⾨リーフレット関⻄企業等の取組事例

カーボンニュートラル関連・施策マップ

https://www.kansai.meti.go.jp/5-1shiene/cn/pr.html

カーボンニュートラルに資する取組イメージを分かりやすく伝える広報ツー
ルとしてリーフレットを作成しました。
事業者の⽅向けに、カーボンニュートラル達成に向けた取組をステップに
分けてご紹介しています。⾃社でカーボンニュートラルに向けた取組を進
める⼀歩となれば幸いです。

省エネ相談窓⼝
https://www.kansai.meti.go.jp/3-9enetai/energypolicy/details/
save_ene/syouene.html#10

省エネルギーの取組は、企業の経営コストの削減にもつながります。ぜひ、
お気軽にご相談ください︕
ご相談は、原則、窓⼝⾯談（リアル）、事前予約制です。

 お問合せ先
近畿経済産業局 資源エネルギー環境課
電話番号︓06-6966-6041

 お問合せ先
近畿経済産業局 資源エネルギー環境課
電話番号︓06-6966-6041

 お問合せ先
近畿経済産業局 カーボンニュートラル推進室
電話番号︓06-6966-6055

 お問い合わせ先
近畿経済産業局 エネルギー対策課
予約電話番号︓06-6966-6051
（平⽇9:00〜17:00（12:00〜13:00除く））
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ご清聴ありがとうございました

【お問合せ先】
近畿経済産業局 カーボンニュートラル推進室

06-6966-6055
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